
　１．研究の背景と目的

　平成１４年６月１日に改正道路交通法等（以下「改

正法等」という）が施行され、飲酒運転に対する刑

事、行政面からの罰則が大幅に強化された。Fig.1

は、第一当事者に飲酒が認められた飲酒運転事故と

全事故の過去１０年の経年変化を比較したものである。

この結果によると、平成１３～１６年にかけては、全事

故件数はほぼ横ばいであるが、飲酒運転事故件数は

３９．２％も減少していることが示されている。

　しかし、飲酒運転に関する道路交通法が改正され

た直後でもあり、この改正の効果を詳細に分析した

研究はあまりなされていない。改正法等の施行後に

飲酒運転事故が大きく減少したとはいえ、まだ多数

の飲酒運転事故が発生している。

　それゆえ、今回の飲酒運転に対する道路交通法の

改正が、国民各層に及ぼしている効果を定量的に把

握して、今後の飲酒運転事故の防止対策に繋げる必
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　平成１４年６月に改正道路交通法等が施行され、飲酒運転の取締り基準となる呼気中アル

コール濃度が０．２５ｍｇ/�から０．１５ｍｇ/�に引下げられ、罰金や行政処分点数も引上げられ

た。その結果、平成１３年と平成１６年で比較したところ飲酒運転事故は約３９％減少した。減

少率が小さい当事者として、無免許や飲酒程度が高い悪質運転者、飲酒運転厳罰化の認識

が薄いと思われる高齢者や軽車両運転者、昼間運転者が挙げられ、運転者の特性を考慮し

た交通安全教育が必要であることが示された。一方、高速道路や夜間の高速走行時の飲酒

運転事故の減少率は大きく、危険運転致死傷罪を盛り込んだ改正刑法が施行された効果が

現れていると考えられる。
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要がある。本研究では、交通事故統合データを用い

て、道路交通法の改正の効果をさまざまな角度から

分析・検討することを目的とした。

　２．飲酒運転に関する道路交通法の改正内容

　平成１４年６月に施行された改正法等の飲酒運転に

対する刑事、行政処分の内容の概要を示したものが

Table 1である。酒気帯び運転となる呼気中アルコ

ール濃度は、０．２５ｍｇ/�から０．１５ｍｇ/�へと引下げ

られ、最低基準が大幅に強化された。また、違反に

伴う行政処分点数や罰金も大幅に引上げられ、呼気

中アルコール濃度が０．１５ｍｇ/�で免許停止処分を受

けるようになった。このように、刑事、行政両面に

おいて罰則等が大幅に強化された。

　３．　先行研究と本研究の位置づけ

　世界各国における飲酒運転取締り基準値は、呼気

中アルコール濃度で０．１０ｍｇ/�から０．７５ｍｇ/�の範

囲にわたるが、主要先進国には、０．２５ｍｇ/�あるい

は０．４０ｍｇ/�を取締り基準値とする国が目立つ。

１９８０年代以降現在に至るまで、飲酒運転へのより厳

格な対処の施策化は、先進国間に共通した動向でも

ある。実際に多くの国において、飲酒運転の取締り

基準値が引下げられた（Table 2）１～５）。　

　日本も、平成１４年に法改正が行われるまでは、３０

年余にわたり０．２５ｍｇ/�を基準値としてきたが、改

正後は、世界の中でも最も厳しい飲酒運転取締り基

準値を持つ国の一つとなった。

　飲酒運転の取締り基準値を引下げ、より低濃度の

アルコールが検出されたことを処罰の対象とする前

提には、低濃度のアルコールであっても、運転能力

に悪影響を及ぼすとの科学的根拠がある。飲酒が運

転能力に与える影響に関する研究は、世界中で数多

く行われている（Table 3）。これらを総合すると、呼

気中アルコール濃度が０．１５ｍｇ/�程度の飲酒量であ

っても、総合的な運転能力が低下し、危険な運転行

動を誘発するといえる。

　我が国において平成１４年の基準値の引下げの前後

で、第一当事者に飲酒が認められた事故件数の変化

を分析し、更なる飲酒運転事故防止対策を検討する

意義は大きい。その基礎資料とするために、飲酒運

転に関する道路交通法等の改正が飲酒運転事故に与

えた影響を詳細に分析する。

　４．研究の方法

　飲酒運転を厳罰化する改正法等の施行日は、平成
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Fig. 1　全事故と飲酒運転事故件数（平成７～１６年）

Table 1　飲酒運転に関する道路交通法の改正内容

改正前改正後

２年以下の懲役又は
１０万円以下の罰金

３年以下の懲役又は
５０万円以下の罰金酒酔い運転

刑
事
処
分

３月以下の懲役又は
５万円以下の罰金

１年以下の懲役又は
３０万円以下の罰金酒気帯び運転

０．２５ｍｇ以上０．１５ｍｇ以上酒気帯び運転の基準値
（呼気１�中）

１５点（免許の取消）２５点（免許の取消）酒酔い運転

行
政
処
分

６点（免許の停止）１３点（免許の停止）酒気帯び運転
（呼気１�中０．２５ｍｇ以上）

点数なし（処分なし）６点（免許の停止）酒気帯び運転
（呼気１�中０．１５ｍｇ以上）

Table 2　世界各国の飲酒運転取締り基準値の引下げ１～５）

国名基準値

イギリス、カナダ、ニュージーラ
ンド、米国（ユタ、オレゴン、メー
ン等の１９州）

それぞれ→０．４０ｍｇ/�

オーストラリア、ドイツ、フラン
ス、デンマーク、オーストリア０．４０ｍｇ/�→０．２５ｍｇ/�

日本０．２５ｍｇ/�→０．１５ｍｇ/�

スウェーデン、ノルウェー、ポー
ランド０．２５ｍｇ/�→０．１０ｍｇ/�

Table 3　飲酒が運転能力に与える影響に関する研究

研究内容研究者

呼気中の０．１５～０．２５ｍｇ/�の比較的低いアル
コール濃度であっても、特に、注意配分や情
報処理といった高次の判断を伴う運転能力に
影響があるといえると結論づけている

Ｍｏｓｋｏｗｉｔｚ６）

０．２０～０．３０ｍｇ/�において、走行速度は変化
しないにもかかわらず、危険場面に遭遇した
場合の反応時間が延びることを示した

Ｗｅｓｔ７）

呼気中アルコール濃度が０．１２～０．２１ｍｇ/�で、
視覚刺激に対する反応時間が延び、運転能力
が低下することを見出した

藤田８）



１４年６月１日である。そのため、平成１３～１６年の交

通事故統合データを用いて、改正法等の施行前後の

第一当事者が飲酒状態である交通事故件数に焦点を

当てて分析を行った。すなわち、事前データとして

平成１３年のデータを、事後データとして平成１６年の

データをそれぞれ用いて分析を行った。

　これら４年間の交通事故統合データを利用して、

当事者、属性、道路環境、発生日時、事故状況等の

項目について、飲酒運転事故件数の改正前後の分析

を行った。さらに、平成１３～１６年にかけての減少率

が小さかった項目について別途分析を行い、結果を

考察した。本文中の「飲酒あり」とは、Table 4のと

おりである。

　５．結果

　５－１　当事者別・改正前後飲酒運転事故件数の

比較

　Fig.2は、平成１３～１６年の第一当事者別・飲酒運転

事故件数を比較したものである。平成１３～１６年の減

少率を比較すると、自動二輪車・原付の減少率はや

や小さく、軽車両はわずかに２．６％しか減少してい

ない。なお、Fig.2～14の統計検定の有意差は、飲

酒運転事故全体と各項目の平成１３～１６年への減少率

を比較して算出した（Table 5）。

　５－２　属性別・改正前後飲酒運転事故件数の比

較　

　これ以降は、原付以上の車両が第一当事者である

事故を抽出して分析を行った。

　Fig.3は、平成１３～１６年の年齢層別・飲酒運転事故

件数を比較したものである。平成１３～１６年の減少率

を比較すると、６５歳未満の年齢層はいずれも３０％以

上減少しているにもかかわらず、６５歳以上の高齢者

は２３．９％しか減少していない。

　Fig.4は、平成１３～１６年の性別・飲酒運転事故件数

を比較したものである。平成１３～１６年の減少率は、

男性が４０．１％に対し、女性が４１．３％であり、減少率

にほとんど差がないことが示された。　
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Table 4　飲酒ありの定義

アルコールの影響により、正常な運転がで
きないおそれのある状態酒酔い

飲酒
あり

呼気中アルコール濃度が政令基準値以上で
ある状態酒気帯び

飲酒はあるが呼気中アルコール濃度が政令
基準値未満である状態基準以下

飲酒していることが判明したが、事故発生
後相当時間が経過したためにアルコール量
を計測できない状態

検知不能

Table 5　統計検定の有意差

１％有意＊＊減少率が小
少
率
よ
り

飲
酒
全
体
の
減

１％有意＋＋減少率が大
５％有意＊減少率が小
５％有意＋減少率が大
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原付**
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Fig. 2　第一当事者種別・飲酒運転事故件数（平成１３～１６年）
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Fig. 3　第一当事者年齢層別・飲酒運転事故件数（平成１３～１６年）
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Fig. 4　第一当事者性別・飲酒運転事故件数（平成１３～１６年）
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Fig. 5　第一当事者運転免許経過年数別・飲酒運転事故件数
　　　（平成１３～１６年）

注）Ｆｉｇ．２～５の＊、＋マークについては、Ｔａｂｌｅ ５を参照のこと。



　Fig.5は、平成１３～１６年の運転免許経過年数別・飲

酒運転事故件数を比較したものである。平成１３～１６

年の減少率は、免許を所持している者は運転免許経

過年数にかかわらず４０％前後減少している。しかし、

無免許で飲酒運転事故を引き起こした悪質な当事者

は、２２．６％しか減少していない。

　Fig.6は、平成１３～１６年の飲酒程度別・飲酒運転事

故件数を比較したものである。この飲酒程度は、平

成１４年６月以前の旧基準を用いた。平成１３～１６年の

減少率は、飲酒程度が高い悪質な運転者ほど減少率

が低くなっている。

　このように、当事者や属性別の飲酒運転事故件数

の改正前後の比較を行った結果、すべての項目で飲

酒運転事故が減少していることが示された。ただし、

改正後の減少率が少ない当事者・属性として、軽車

両、６５歳以上の高齢者、無免許、飲酒程度が高い当

事者があげられる。

　５－３　道路環境別・改正前後飲酒運転事故件数

の比較

　Fig.7は、平成１３～１６年の道路形状別・飲酒運転事

故件数を比較したものである。平成１３～１６年の減少

率を道路形状別に比較すると、すべての道路形状で

飲酒運転事故が４０％前後減少しており、減少率は道

路形状別にあまり差がないことが示された。

　Fig.8は、平成１３～１６年の車道幅員別・飲酒運転事

故件数を比較したものである。平成１３～１６年の減少

率を車道幅員別に比較すると、ほぼすべての車道幅

員で飲酒運転事故が４０％前後減少しており、減少率

は車道幅員別にあまり差がないことが示された。

　Fig.9は、平成１３～１６年の道路種別・飲酒運転事故

件数を比較したものである。平成１３～１６年の減少率

を道路種別に比較すると、高速道路・自動車専用道

では半数以下に減少しているという特徴がみられる。

また、ほぼすべての道路種別で飲酒運転事故が４０％

前後減少しており、高速道路・自動車専用道を除い

て減少率は道路種別にあまり差がないことが示され

た。

　このように、道路環境的な観点から飲酒運転事故

の改正前後の比較を行った結果、高速道路・自動車

専用道を除いて道路環境別の飲酒運転事故の減少率

に大きな差がないことが示された。

　５－４　発生日時別・改正前後飲酒運転事故件数

の比較

　Fig.10は、平成１３～１６年の昼夜別・飲酒運転事故

件数を比較したものである。平成１３～１６年の減少率

を昼夜別に比較すると、昼間は２５．０％しか減少して

いないのに対し、夜間は４４．７％も減少している。昼

間に飲酒運転事故を引き起こしている者は、二日酔

いか昼間に飲酒をしたかのいずれかであるが、この

ような運転者には法改正の効果がやや薄いことが示

された。

　Fig.11は、平成１３～１６年の曜日別・飲酒運転事故

件数を比較したものである。平成１３～１６年の減少率

を曜日別に比較すると、すべての曜日で飲酒運転事

故が４０％前後減少しており、減少率にあまり差がな

いことが示された。

　５－５　事故状況別・改正前後飲酒運転事故件数

の比較

　Fig.12は、平成１３～１６年の事故内容別・飲酒運転

事故件数を比較したものである。平成１３～１６年の減

少率を事故内容別に比較すると、すべての事故内容

で飲酒運転事故が４０％前後減少しており、減少率は

事故内容別にほとんど差がないことが示された。

　Fig.13は、平成１３～１６年の事故類型別・飲酒運転

事故件数を比較したものである。平成１３～１６年の減

少率を事故類型別に比較　すると、すべての事故類

型で飲酒運転事故が４０％前後減少しており、減少率

は事故類型別に大きな差がないことが示された。

　Fig.14は、平成１３～１６年の昼夜別・危険認知速度

別・飲酒運転事故件数を集計した結果である。夜間

は危険認知速度が高い領域で減少率が大きいことが

わかる。一般に、夜間は交通量が少なく、走行速度

が高いことが知られており、危険認知速度は昼夜に

よって異なる。また、Fig.9に示されたように、高

速道路・自動車専用道路における飲酒運転事故を分

析すると、全飲酒事故と比較して減少率が大きくな

っている。

　飲酒運転防止のもう一つの対策として、平成１３年

１２月２５日に危険運転致死傷罪を盛り込んだ改正刑法
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が施行された。危険運転致死傷罪とは、「アルコー

ル又は薬物の影響により正常な運転が困難な状態で

四輪以上の自動車を走行させ、人を負傷させた者は

１５年以下の懲役に処し、人を死亡させた者は１年以

上の有期懲役に処する。その進行を制御することが

困難な高速度で、又はその進行を制御する技能を有

しないで四輪以上の自動車を走行させ、よって、人

を死傷させた者も、同様とする」というものである

（改正、平成１６年１２月８日）。

　これらのことを総合的に考察すると、危険運転致

死傷罪の適用対象となる可能性が高い状況での飲酒

運転事故は減少率が高く、危険運転致死傷罪の効果

が現れていることも考えられる。

　５－６　悪質飲酒運転者の分析

　平成１３～１６年の飲酒運転事故の減少率を分析する

と、道路環境や事故内容等には減少率が小さい項目

があまりみられなかった。

　一方で、無免許、昼間、６５歳以上の高齢者、軽車

両では減少率が非常に小さかった。また、悪質と考

えられる飲酒程度が高い運転者による事故の減少率

が小さいことが示された。そのため、平成１６年のデ

ータを用い、運転免許経過年数別、昼夜別、運転者

の年齢層別の各項目と飲酒程度との関係を分析した。

　Fig.15は、平成１６年の飲酒運転事故の運転免許経

過年数別・飲酒程度別割合を示したものである。無

免許飲酒運転者の飲酒程度は、「酒酔い」および「酒

気帯び（０．２５ｍｇ/�以上）」の割合が、それ以外の飲

酒運転の第一当事者より高いことが示された。

　Fig.16は、平成１６年の昼夜別・飲酒程度別割合を

示したものである。これをみると、昼間事故では

「検知不能」の割合が高く、「酒気帯び（０．２５ｍｇ/�以

上）」の割合が低いことから、昼間事故の第一当事

者の飲酒程度は夜間よりも低いことがわかる。

　Fig.17は、平成１６年の年齢層別・飲酒程度別割合

を示したものである。これをみると、高齢者の第一

当事者の飲酒程度は、他の年齢層とあまり変わらな

いことが示された。

　このように、無免許運転の第一当事者は飲酒程度

が高いことが示された。そのため、本研究での悪質

飲酒運転者としては、第一当事者の飲酒程度が「酒

酔い」か「酒気帯び（０．２５ｍｇ/�以上）」、あるいは

「無免許飲酒運転」であるものとした。

　そうすると、平成１３～１６年にかけての飲酒運転事

故件数の減少率が小さい昼間運転者、６５歳以上の高

齢者は、悪質な運転者と分類されない。また、高齢

者や軽車両運転者は、飲酒運転厳罰化の認識が薄い

と想定される。そのため、平成１３～１６年にかけての

減少率の小さい層としては、以下の三つの層に分類

できると思われる。

�無免許や飲酒程度が高い悪質運転者

�飲酒運転厳罰化の認識が薄い高齢者、軽車両運転

者

�二日酔い、または昼間に飲酒をしている昼間運転

者

　Table 6は、平成１６年の昼夜別・年齢層別・通行目

的別・飲酒運転事故の割合を示したものである。昼
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間は各年齢層とも、「業務」が半数近くを占める割

合であることが示された。また、６５歳以上の高齢者

は、通行目的を問わず昼間の割合が夜間に比べ、や

や多いのが特徴である。高齢者は、夜間よりも昼間

に活動している場合が多いことがその要因であると

想定される。

　５－７　道路交通法の改正前後と平成１５～１６年と

の飲酒運転事故の減少率の比較

　Table 7は、平成１３～１６年の飲酒運転事故件数と、

道路交通法の改正前後の平成１３～１４年、平成１４～１５

年、と平成１５～１６年の飲酒運転事故の減少率を示し

たものである。

　飲酒運転事故の減少率をみると、平成１３～１４年が

２０．０％、平成１４～１５年が１９．５％、平成１５～１６年が

７．３％であり、平成１５～１６年の減少率は、法改正前

後と比較すると非常に小さくなっている。要因とし

ては、一般的に法改正前後ではその効果として減少

の幅が大きく、また、行政機関、報道機関等が飲酒

運転の罰則強化を大きく取り上げたことの影響が考

えられる。したがって、法改正後の２年目では減少

の幅が小さかったと想定される。

　６．考察

　飲酒運転を厳罰化する道路交通法の改正の効果を、

飲酒運転事故を改正前後で分析することにより明ら

かにした。本研究で対象とした項目別の飲酒運転事

故の減少率を全事故で検討すると、平成１６年の飲酒

運転事故件数が平成１３年を上回っている項目はなく、

すべての項目で年々事故件数が減少しており、法改

正の前後を見る限り、法改正の効果が明確に現れて

いる。

　また、道路環境、事故状況別の減少率を分析した

ところ、これらの各項目別の減少率はおおむね大き

な差がなかった。そのため、国民全体で考えると、

一定の層に偏った効果が出ているわけではなく、国

民各層に効果が現れていると推察される。これは、

飲酒運転取締り基準値の引下げが、常習飲酒者等一

部の人間だけに効果を持つというよりは、国民全体

に対して飲酒運転への抑止効果をもたらすという諸

外国で得られた結果とも一致するものである１）。

　一方、飲酒運転事故の減少率に大きな偏りが存在

した項目は、当事者、属性の運転者関連の項目であ

る。減少率が少ない項目は、軽車両、６５歳以上の高

齢者、飲酒程度が高い運転者、無免許、昼間である

ことが示された。飲酒程度が高い運転者の減少率が

低かった点は、Ｍａｎｎら１）による国際的な研究レビ

ュー結果とは異なる結果であった。すなわち、引下

げ効果は飲酒量が多い運転者に特に強く働いていた

とする諸外国での示唆とは反対に、飲酒量が多いと

推測される運転者による飲酒事故減少率は低いとい

う結果であった。しかし、諸外国での先行研究は、

事故を起こした飲酒運転者の飲酒量を実測し、０．２５

ｍｇ/�を超える中高濃度アルコールに着目してそれ

らをさらに細分化している等、研究の方法や着目す

る飲酒量が異なるため、単純に比較することは控え

るべきであろう。

　また、呼気中アルコール濃度が０．１５～０．２５ｍｇ/�

未満である層が新たに刑事・行政処分の対象となっ

たため、この層の減少率が大きくなっていることも

考えられる。ここで、１６歳以上を対象とした内閣府

の世論調査による飲酒運転の罰則等の引上げについ

ての周知度の集計結果では９）、“知っている”と回答

した割合は、全年齢層の平均が９０．１％であるのに対

し、７０歳以上は７６．１％と低く、飲酒運転厳罰化の認

識が薄いと考えられる。また、軽車両運転者につい

ても、軽車両を飲酒状態で運転することが飲酒運転

となってしまうという認識が欠けているのではない

かと想定される。一方、無免許や飲酒程度が高い状

態で飲酒運転を行うようなきわめて悪質な運転者や、

昼間の飲酒運転者に対しても、法改正の効果が薄い

ことが示された。このような減少率が小さい、

�無免許や飲酒程度が高い悪質運転者

�飲酒運転厳罰化の認識が薄い高齢者、軽車両運転

者

�二日酔い、または昼間に飲酒をしている昼間運転

者

に対しては、別々の飲酒運転事故の防止対策が必要

であると考えられる。
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Table 6　昼夜別・年齢層別・通行目的別・飲酒運転事故の割
合（平成１６年）

６５歳以上２５～６４歳２４歳以下年齢層
業務外業務業務外業務業務外業務通行目的
５２％５６％２４％４１％２３％４９％昼
４８％４４％７６％５９％７７％５１％夜

Table 7　道路交通法の改正前後と平成１５～
１６年との飲酒運転事故の減少率の
比較

Ｈ１６Ｈ１５Ｈ１４Ｈ１３
件数

１５，１７８１６，３７４２０，３２８２５，４００
Ｈ１５～Ｈ１６Ｈ１４～Ｈ１５Ｈ１３～Ｈ１４

減少率
７．３％１９．５％２０．０％



　すなわち、悪質運転者や高齢者、軽車両運転者に

対しては、それぞれの特性を考慮して内容や方法を

工夫した交通安全教育を行うことが必要である。昼

間の飲酒運転者に対しては、事業所の安全運転管理

者等による指導や管理の徹底を図る必要がある。ま

た、Table 6から高齢者と昼間運転者は減少率の少

ない面で重なっており、今後も件数の減少を見据え

た対策が必要である。また、Table 7から改正法等

の施行から年数が経過すればするほど、減少率が少

なくなり効果が薄れることが予想されるため、別個

の対策が必要であると考えられる。

　夜間で危険認知速度が６１ｋｍ/ｈ以上である場合や

高速道路における飲酒運転事故を分析すると、全飲

酒事故と比較して減少率が大きくなっている。危険

運転致死傷罪の適用対象となる可能性が高い状況で

の事故は減少率が高く、危険運転致死傷罪の効果が

現れていることも考えられる。

　７．今後の課題

　日本において、平成１６年の免許保有者数１万人当

たりの飲酒運転事故率は１．９４であるが、１６～２４歳以

下の若者は３．１１と高い。また、内閣府の世論調査に

よる飲酒運転の罰則等の引上げについての周知度の

集計結果９）では“知っている”と回答した割合は、

１６～１９歳では６４．０％にすぎなかった。今回の法改正

では、１６～２４歳の若者の飲酒運転事故件数は４６．５％

減少しており、効果が見られたが、事故件数そのも

のは若者に多く発生している。

　米国の一部の州では、飲酒死亡事故が目立つ若者

に対象を絞り、飲酒可能年齢そのものを引上げる、

あるいは、米国の一部の州、ニュージーランドでは、

若者には成人よりも厳しい飲酒取締り基準を適用す

る、という施策がある３，１０）。このような飲酒事故

危険性の高い運転者に的を絞った対策をとる可能性

も想定されよう。
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